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はじめに
　私が所属する仙台国際交流協会（以下、
SIRA）は、地域の国際化施策の一環として
1990年に設立された仙台市の外郭団体です。
設立当初から国際交流・協力事業、外国人住
民の日本語学習支援事業などを展開してきま
したが、近年の外国人住民の増加・定住化の
傾向に伴って地域課題やニーズも多様化して
おり、地域の多文化共生を目指した事業がま
すます重要になってきていると感じていると
ころです。
　SIRAではそのような多文化共生事業の柱の
１つとして、外国人住民への防災啓発や災害
時の外国人支援体制整備の事業を積極的に展
開してきました。その背景には、全国の自治
体や国際交流協会で1995年の阪神・淡路大震
災を契機として災害時の外国人支援の必要性
が認識されたことがあります。とりわけ、仙
台市では1978年に発生した宮城県沖地震から
30年以上が経過するなかで「次の宮城県沖地
震」の再来に対する懸念が高まっていたこと
もあり、大規模災害への備えが緊急の課題と
なっていました。
　2011年３月11日に発生した東日本大震災で
は、SIRAは仙台市が仙台国際センター内に設
置した「仙台市災害多言語支援センター」（以
下、多言語支援センター）を発災当日から運
営し、外国人被災者への情報提供や相談対応
を行いました。私もその運営に従事し、避難
所等の巡回による情報提供や災害時言語ボラ
ンティアのコーディネートを担当しました。
　本稿では、東日本大震災における多言語支
援センターでの活動と、震災後に仙台で取り
組んでいる事例から、外国人住民との協働に
よる地域防災の必要性について述べます。ま

た、そのような地域防災に取り組むうえでの
自治体や国際交流協会職員の役割について考
えたいと思います。

1．災害多言語支援センターの活動
―日頃からの取り組みの重要性

（1）平時からの「顔の見える関係」が震災時
の協働につながった

　多言語支援センターは３月11日から４月30
日までの51日間にわたって運営され、仙台市
が発信する情報や外国人被災者にとって必要
な情報を、主に中国語、英語、韓国語、そし
て「やさしい日本語」に翻訳し、インターネッ
ト、ラジオ、避難所巡回等を通じて提供しま
した。多言語支援センターとは「大規模災害
発生時に、言葉や習慣の違いから情報を入手
しにくいため支援を受けられないおそれがあ
る外国人に対し、必要な情報を多言語化して
提供し支援することを目的」として仙台市が
設置する機関で、その運営をSIRAが担うとす
る協定が2010年４月に仙台市とSIRAの間で締
結されていました。つまり、2010年度の初め
に協定が締結されたのですが、図らずもその
年度末には多言語支援センターを実際に運営
することになったのでした。そのため十分な
準備ができておらず、震災時には運営マニュ
アル等が準備されていませんでした。しかし、
それでも運営できたのは、日頃からSIRAが外
国人住民をはじめとする人々との「顔の見え
る関係」づくりに取り組んでいたからだと言
えます。実際、震災当日からそれまでさまざ
まな事業で協働してきた留学生や災害時言語
ボランティアに登録する市民が多言語支援セ
ンターに駆けつけ、その運営を支えてくれま
した。マニュアルだけでは対応しきれない大
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災害の中で、日頃から培ってきたネットワー
クが生かされ、臨機応変に対応することがで
きたのだと思います。

（2）「公設民営」による運営のメリット
　また、多言語支援センターが仙台市とSIRA
の協定に基づく「公設民営」であったことの
メリットは大きかったと思われます。その１
つには、多言語支援センターが自治体施策と
して位置付けられていたことで、それを運営
するSIRAは仙台市災害対策本部や各避難所と
の情報共有が行いやすかったということがあ
ります。２つには、仙台市にとっては、多言
語支援センターを運営するSIRAが結節点とな
ることで、SIRAが築いてきた市民や関係機関・
団体とのネットワークを災害時対応に生かす
ことができたというメリットがあるでしょう。
このようなメリットは、平時からさまざまな
事業を通じてSIRAがコーディネーターとし
て市民や組織との連携・協働を推進してきた
からこそ、災害時にもそれらのネットワーク
が生かされた成果であると言えるのではない
しょうか。

2．震災後の実践―さらなる連携・
協働の推進に向けて

　多言語支援センターでの活動は、平時から
のさまざまな人や組織の協働があったからこ
そ実現したのですが、そこで新たに浮かび上
がってきた課題もありました。ここでは、震
災後から現在までのSIRAの取り組みについ
て、協働を推進するコーディネーターの視点
から述べたいと思います。

（1）外国人住民との協働による防災訓練―課
題の共有が協働の原点

　震災後にSIRAが新たに始めた防災啓発事業
の１つとして、外国人住民が企画・運営に参
画する防災訓練があります。そのきっかけと
して、K地区の町内会長であるKさんのお話
がありました。K地区の避難所には多くの外
国人被災者が集まり、Kさんらはその対応に
苦慮したとのことでした。そこで、SIRAでは
2011年10月から震災時の活動を振り返る対話
の場を設けるにあたって、関係機関・団体や
外国人住民とともに、Kさんにも参加を打診
し、対話を重ねました。問題解決に向けた協
働には課題の共有が不可欠ですが、その意味
で震災時の外国人対応について問題意識を抱
いていたKさんとの課題の共有こそが必要だ
と考えたのです。
　対話を通じていくつかの課題が浮かび上
がってきました。それは、従来の地域防災で
は消火訓練や通報訓練、あるいは地震体験車
など、いわゆる「自助」「共助」「公助」にお
ける「自助」のための訓練に重きが置かれが
ちで、今後は「共助」のための訓練が必要だ
という課題です。また、これまでの地域防災
では外国人住民を「共助」の担い手として想
定していなかったという反省が、Kさんや他
の参加者から挙げられました。一方で、この
対話に参加した外国人住民のメンバーからも
自分たちが地域防災を担うという意識をもっ
ていなかったという反省が聞かれました。対
話を通じて、外国人住民が地域防災の「共助」
の担い手として地域社会に参画することが地
域防災の課題として浮かび上がったのでした。
　その課題解決を目指して、2012年から外国
人住民が企画・運営に参画する防災訓練の取
り組みが始まりました。防災訓練では、炊き
出し訓練として外国人住民団体がタイカレー
などの外国料理を振る舞ったり、防災ワーク
ショップでは外国人住民が独自の視点で意見
を述べるなど、これまでの訓練にはなかった
光景が見られます。実は防災訓練の企画会議
の当初は、外国料理の炊き出しといったアイ
デアについて「東日本大震災を経験した私た

震災２日目－暗闇の中での活動
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ちは、もっと現実に即した訓練内容にすべき
ではないか」といった意見もありました。し
かし実際に実施してみると、参加者からは、「日
頃からのコミュニケーションの重要性を感じ
た」「日本人と意見交換して勉強になった」「公
平一斉ではなく、多様なニーズ、優先を理解
してそれをみんなにわかってもらえるような
避難所を作っていけたらいいと思った」といっ
た意見が聞かれ、多くの参加者と訓練の意義
を共有するに至りました。この取り組みは緒
についたばかりですが、多文化共生社会の実
現に向けてさらに多くの外国人住民に参加し
てもらうとともに、学校や市民団体等の地域
の多様な住民が訓練に参加し、連携・協働す
るきっかけとなるよう回を重ねていきたいと
考えています。

（2）多言語防災ビデオ・パンフレットの制作
―地域防災の担い手のネットワークづくり

　また、SIRAでは震災後に多言語防災ビデオ・
パンフレットを制作しました。その概要は次
のとおりです。外国人住民が防災活動等を通
じて地域社会に参画するためには地域住民と
のコミュニケーションや日本語の習得が必要
ですが、それには時間がかかります。とりわけ、
日本に来たばかりの外国人住民にとっては日
本語で情報を得ることは難しく、地震等につ
いての知識や経験のない人も少なくありませ
ん。そのような外国人住民には多言語での情
報提供が必要です。

多言語防災ビデオ「地震！その時どうす
る？」
　地震について知識や経験のない外国人住
民を主な対象として、地震（津波を含む）
に対する備えや地震が発生した場合の対応
について映像資料でわかりやすく伝えるとと
もに、防災の備えを促すことを目的に制作し
ました。DVDとして貸出しするほか、動画
共有サイトYouTube（http://www.youtube.
com/SIRAsendai/）でも視聴できます。

内容：Part １、Part ２の２部構成（本編
各10分）

「Part １：地震に備えよう」　地震（津波
を含む）への備えについて

「Part ２：地震が起こったら」地震が発
生した場合の対応について

　言語：下記のいずれかを選択・視聴可 
　日本語（日本語字幕）、中国語（中国語簡
体字字幕）、英語（英語字幕）、韓国語（韓
国語字幕）、インドネシア語（インドネシア
語字幕）、台湾語（中国語繁体字字幕）、タ
ガログ語（タガログ語字幕）、ネパール語（ネ
パール語字幕）、ベトナム語（ベトナム語字
幕）、ベンガル語（ベンガル語字幕）、ポル
トガル語（ポルトガル語字幕）、モンゴル語

（縦文字字幕・キリル文字字幕）

多言語防災パンフレット『地震から身を守
るためのアドバイス』
　地震について知識や経験のない外国人住
民を主な対象として、地震（津波を含む）
に対する備えや地震が発生した場合の対応
について簡潔な説明とイラストによりわか
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の推進に関する研究会」では、「多文化共生」
を「国籍や民族などの異なる人々が、互いの
文化的ちがいを認め合い、対等な関係を築こ
うとしながら、地域社会の構成員として共に
生きていくこと」と定義していますが、外国
人住民との協働による地域防災は、防災活動
を通じた多文化共生のまちづくりであると言
えるでしょう。また、その協働を推進するコー
ディネーターとしての自治体や国際交流協会
職員の役割が重要です。

おわりに
　本稿では仙台での取り組みを事例として、
多文化共生社会の実現に向けた外国人住民と
の協働による地域防災の必要性について述べ
ました。また、多様な人や組織との協働を推
進するコーディネーターの役割についても述
べましたが、詳しくは下記参考文献をご覧に
なっていただければ幸いです。仙台での取り
組みもまだまだ途上であり、さらに連携・協
働を推進していきたいと考えているところで
す。地域によって外国人住民の割合、想定さ
れる災害など特性があるかと思いますが、そ
れぞれ地域の特性を生かした地域防災にチャ
レンジしていただきたいと思います。

（参考文献）
菊池哲佳（2013）「東日本大震災にみる多文化社会コー
ディネーターの役割」『シリーズ多言語・多文化協働実
践研究17』東京外国語大学多言語・多文化教育センター
http://www.tufs.ac.jp/blog/ts/g/cemmer/img/pdf/
s17_kikuchi.pdf

りやすく伝えるとともに、防災の備えを促
すことを目的に制作しました。
　内容：カラー、全８ページ
・ 地震について学ぼう／東日本大震災で困っ

たこと
・ 地震が起こる前にできること
・ 災害のとき、よく聞く日本語　等
　言語：下記の11言語版を制作
　日本語版、中国語版、英語版、韓国語版、
インドネシア語版、タガログ語版、ネパー
ル語版、ベトナム語版、ベンガル語版、ポ
ルトガル語版、モンゴル語版

　これらの制作においては、ビデオやパンフ
レットの制作がその目的であることはもちろ
んですが、制作に携わった外国人住民をはじ
めとする人々とのネットワークづくりも意識
しました。具体的には、ビデオやパンフレッ
トの制作を通じて各言語の翻訳／翻訳チェッ
クを担う人とSIRAがつながるきっかけとし
て、あるいは制作に協力した人々がビデオや
パンフレットの紹介をすることを通じてその
言語話者どうしのネットワークづくりに役立
ててもらうことを意識しました。また、これ
らのビデオ・パンフレットは防災訓練以外に
も、日本語学校や大学等の留学生に対して交
通ルールやごみの分け方・減らし方などを説
明する「生活オリエンテーション」等の場面
でも上映・配布し、活用しています。インター
ネット等を通じて活用の機会を増やしつつも、
やはり直接に顔を合わせて活用することがコ
ミュニケーションや「顔の見える関係」につ
ながります。
　総務省が2005年度に実施した「多文化共生
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